
＜趣 旨＞
将来の無年金・低年金の発生を防止し、国民の高齢期における所得の確保をより一層支援する観点から、年金制度の
改善等を図るため、国民年金保険料の納付可能期間を延長することや、企業型確定拠出年金において加入資格年齢
の引上げや加入者の掛金拠出を可能とする等の措置を行う。

年金改善法案（企業年金制度等の改善等を図るための確定拠出年金法等の一部を改正する法律案）

① 加入資格年齢を引き上げ（６０歳→６５歳）、企業の雇用状況に応じた柔軟な制度運営を可能とする。

② 従業員拠出（マッチング拠出）を可能とし所得控除の対象とすること、 事業主による従業員に対する継続的投資

教育の実施義務を明文化することにより、老後所得の確保に向けた従業員の自主努力を支援する。

③ 企業年金の未請求者対策を推進するため、住基ネットから加入者の住所情報の取得を可能とすることにより、住所

不明者の解消を図る（他の企業年金制度等についても、同様の措置を講じる。） 等、制度運営上の改善を図る。

１．国民年金法の一部改正

近年の経済情勢を踏まえ、母体企業の経営悪化等に伴い、財政状況が悪化した企業年金に関して、措置を講ずる。

・ 厚生年金基金が解散する際に返還する代行部分に要する費用の額及び支払方法の特例を設ける

（※ H17年度からH19年度まで、同様の措置を講じている）

２．確定拠出年金法の一部改正（平成22年度税制改正要望で認められた事項を含む）

４．施行日
１の① ：平成２３年１０月１日までの間に政令で定める日 １の② ：公布の日
１の③ ：公布日から２年以内で政令で定める日 ２の① ：公布日から２年６月以内で政令で定める日
２の② ：平成２４年１月１日 ２の③及び３ ：平成２３年４月１日

３．厚生年金保険法の一部改正

① 国民年金保険料の納付可能期間を延長（２年→１０年）し、本人の希望により保険料を納付することで、 その後の

年金受給につなげることができるようにする。

② 第３号被保険者期間に重複する第２号被保険者期間が新たに判明し年金記録が訂正された場合等に、それに引
き続く第３号被保険者期間を未届期間とする取扱いを改め、保険料納付済期間のままとして取り扱い、年金を支給
することとする。

③ 国民年金の任意加入者（加入期間を増やすために６０歳～６５歳までの間に任意加入した者）について国民年金
基金への加入を可能とし、受給額の充実を図る。
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国民年金保険料の納付可能期間の延長について

○ 保険料を納めやすくすることで、無年金・低年金となることを防止する等の観点から、
徴収時効の過ぎた過去の国民年金保険料の未納期間のうち、一定期間に係るものに
ついて本人の希望により保険料納付を行うことを可能とする。

２年間の徴収時効が経過した国民年金保険料
（強制加入期間中の未納・未加入期間、任意加入中の未納期間が対象）

過去の未納間を有する者（受給権者を除く）

保険料納付期限から１０年間

当時の保険料額に、前年に発行された10年国債の表面利率の

平均等を基礎とした率を加算した額

（現行の保険料免除期間に対する追納保険料額（平成21年度：13,980円～16,190円）と同様に設定。）

対象保険料 ：

対 象 者 ：

納 付 期 限 ：

保 険 料 額 ：

未納期間

本人が希望しても納付できず 納付可能

現在２年前１０年前＜現行＞

未納期間

本人の希望により納付可（一定の加算あり）

現在２年前１０年前＜改正後＞

納付可能
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（参考）現行の保険料免除期間に係る追納保険料額について

追納対象
年度

平成11年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

当時の
13,300 13,300 13,300 13,300 13,300 13,300 13,580 13,860

保険料額

加算額
（追納加算率）

2,890
（0.217）

2,260
（0.170）

1,660
（0.125）

1,090
（0.082）

880
（0.066）

680
（0.051）

430
（0.032）

210
（0.015）

追納
保険料額

（平成21年度)
16,190 15,560 14,960 14,390 14,180 13,980 14,010 14,070

※ 追納加算率は、10年国債の表面利回り等を勘案して設定。
※ 徴収時効経過前の２年間の保険料（平成19年、20年度分）には加算は付されない。
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○ 第３号被保険者期間を有し、それに基づき既に年金を受給している方について、新たに第２号被保険者期間

の存在が判明した場合、それに続く第３号被保険者期間を未届期間として取扱い、それまで受けていた年金の

一部又は全部が過払いに当たるとして返還を求める取扱いがなされてきた。

○ このような事案（返還ケース）について、昨年８月に通知を発出し、これまで受給していた年金の返還は求めな

いこととするよう取扱いを変更している。

※ 上記事案の救済を目的とした「国民年金法の一部を改正する法律案」が内山晃議員他4名より昨年7月3日に提出

○ 今般、運用で行った上記取扱いを明確化するため、年金改善法案の中で措置することとする。

第３号被保険者期間に重複する第２号年金被保険者期間（厚生年金など）が事後的に判明した場
合における当該第２号被保険者資格を喪失した後の第３号被保険者期間の取扱いについて

第３号被保険者期間

６０歳

老齢基礎年金

６５歳
裁定

特例届出

第３号被保険者期間

記録訂正

裁定後に２号被
保険者期間が
判明し統合

年金を払い過ぎていた
こととなるため、返還を請
求

未届であったことになる
＝年金の受給資格にも、
年金額にも反映されない

記録訂正
前

記録訂正
後

第２号被保険者期間

届出日以後、受け取る年金
については、未届期間を保
険料納付済期間に算入する
ため、年金は減額されない。通知により返還を求めないこととした。

２０歳

届出

既に通知によって
取扱っているが法
に位置付けること
で明確化

⇒
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○ 現在、企業年金等において、加入者等の住所が分からない場合（退職後転居された場合等）、
日本年金機構が有する被保険者情報の提供を受けることにより住所を把握しているところ。
○ 住基ネットからも情報をもらえることとすることにより、今までよりもタイムリーな住所情報を得る
ことができ、より確実に年金給付を行うことができる。

住民基本台帳ネットワークからの住所情報の取得について

情報取得手段
の追加【現行】

日本年金機構

【改正】

住基ネット
住所確認

（H２３．４～）
住所情報
（H２３．４～）

住基ネット

企業年金連合会

国民年金基金
連合会

住所確認 住所情報

国民年金基金
厚生年金基金

確定給付企業
年金
確定拠出年金

企業年金連合会

国民年金基金
連合会

住所確認 住所情報

国民年金基金
厚生年金基金

確定給付企業
年金
確定拠出年金

※ 住基ネットから
直接入手が可能

※ 企業年金等における未請求者の状況（平成20年度末時点）
企業年金連合会：143.3万人 厚生年金基金：14.6万人
国民年金基金連合会：2,354人 国民年金基金：5,316人
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２．返還額に関する特例

現行ルールで計算した額と特例額とを比較して低い方を選択できる。

１．返還額の分割納付に関する特例

返還額から解散基金が既に保有する資産を返還した上で、返還額との差額については、原則5年（やむを得ない
事情がある場合は10年）以内の期間で分割納付が可能。

分割納付期間中に予定通りに納付できないやむを得ない事情が認められた場合は、分割納付期間の延長（最大
15年間まで）も可能とする。

厚生年金基金の解散の特例措置

○ 厚生年金基金は厚生年金の一部を国に代わって支給（代行給付）しているため、解散するときには、

厚生年金基金が支給することとなっていた代行給付に要する費用を一括して返還することとされて

いる。

○ 今般、運用環境の悪化により厚生年金基金の財政状況が厳しくなっていることを踏まえ、代行給付
に要する費用に相当する資産を保有していない基金について、当該返還額の分割納付・返還額に
関する特例を設けることとする。

※ 同様の措置をＨ17年度からＨ19年度まで講じたところであり、対象基金は11基金あった。

現行ルール額： 国への納付を免除されていた厚生年金保険料相当の掛金について、一定の利回り（H11年までは
5.5％・H12年以降は厚生年金の実績運用利回り）で資産を運用できたものとして、運用益を付加した額

特例額 ： 国への納付を免除されていた厚生年金保険料相当の掛金について厚生年金の実績運用利回りで
運用益を付加した額と現有資産との大きい方の額
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確定拠出
年金
（企業型）

確定給
付企業
年金

自営業者等 公務員等民間サラリーマン第２号被保険者の
被扶養配偶者

2,001万人 3,895万人

第１号被保険者第３号被保険者 第２号被保険者等

6,940万人

厚生年金
基金

1,044万人

適格退
職年金

年 金 制 度 の 体 系

国 民 年 金 （ 基 礎 年 金 ）

厚生年金保険

加入員数
3,444万人

共済年金

職域加算部分

加入員数
451万人
H20.3.31

確
定
拠
出
年
金
（個
人
型
）

国
民
年
金
基
金

（代行部分）

厚生年金
基金

加入員数
61万人
H21.3.31

加入者数
10万人
H21.3.31

加入者数
311万人
H21.3.31

加入者数
570万人
H21.3.31

(数値は、注釈のない限り平成21年3月末）

加入者数
348万人
H21.3.31

加入員数
474万人
H21.3.31
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○ 被保険者数 （公的年金制度全体） 6,940万人（平成20年度末（共済年金は平成19年度末））
○ 受給権者数 （公的年金制度全体） 3,480万人（平成19年度末）
○ 国民年金保険料 14,660円（平成21年度） ※平成22年度の保険料額：15,100円

※保険料納付率：62.1%（平成20年度）
○ 厚生年金保険料率 15.704％（平成21年9月～平成22年8月）
○ 年金額 老齢基礎年金 月66,008円（平成21年度）

※平均額：月5.4万円（平成19年度）
老齢厚生年金 月232,592円（平成21年度、夫婦2人分の標準的な額）

※平均額：月16.7万円（単身、基礎年金を含む）（平成19年度）
○ 保険料収入（公的年金制度全体） 32.0兆円（平成21年度予算ベース）
○ 国庫負担額（公的年金制度全体） 10.8兆円（平成21年度予算ベース）
○ 給付費 （公的年金制度全体） 49.7兆円（平成21年度予算ベース）
○ 積立金（国民年金・厚生年金） 124兆円（平成20年度末、時価ベース）

基本データ

第１号被保険者 第２号被保険者 第３号被保険者

○ 20歳以上60歳未満の自営業者、
農業者、無業者等

○ 民間サラリーマン、公務員 ○ 民間サラリーマン、公務員
に扶養される配偶者

○ 保険料は定額

・ 平成21年4月現在 月14,660円
・ 平成17年４月から毎年280円引
き上げ、平成29年度以降16,900円
（平成16年度価格）で固定

※ 毎年度の保険料額や引上げ幅は、物価や
賃金の動向に応じて変動。

○ 保険料は報酬額に比例

（厚生年金）

・ 平成21年9月現在 15.704％
・ 平成16年10月から毎年0.354%引
き上げ、平成29年度以降18.30% で
固定

○ 労使折半で保険料を負担

○ 被保険者本人は負担を要
しない

○ 配偶者の加入している被
用者年金制度（厚生年金又
は共済年金）が負担
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企業が従業員の
ために実施

個人が自ら加入

【厚生年金基金】

【確定給付企業年金】

【確定拠出年金(企業型)】

【適格退職年金】

【国民年金基金】

【確定拠出年金(個人型)】

掛金負担は、原則事業主と加入員で折半。
公的年金である厚生年金保険の給付も一部代行して
行っている。

掛金負担は、事業主拠出が原則。本人の同意をもとに
加入者負担も可。

事業主拠出のみで、掛金額を企業が保証。

掛金負担は、事業主拠出が原則。企業の退職年金の
積立に関し税制上の優遇が行われる制度。
法令上、積立義務等はなく、受給権の保護に欠けるた
め、平成23年度末廃止。

自営業者や企業年金をやっていない企業に勤めている
サラリーマンが自ら掛金を拠出。

自営業者等が自ら掛金を拠出。
※国民年金基金は、居住する地域や従事する職域
に応じて設立。

企業年金等の仕組み

本人が運用指図を
行い、その実績によ
り、給付額が決定
（確定拠出型）

将来的な給付額を
保証

（確定給付型）

本人が運用指図を
行い、その実績によ
り、給付額が決定
（確定拠出型）

将来的な給付額を
保証

10



基本データ

○ 厚生年金基金
・加入員数 474万人（平成20年度末）
・件数 617基金（平成20年度末）
・資産残高 25兆5524億円（平成20年度末）
・事業所数 12.6 万（平成19年度末）

○ 確定給付企業年金
・加入者数 570万人（平成20年度末）
・件数 5,008件（平成20年度末）
・資産残高 32兆8753億円（平成20年度末）

○ 確定拠出年金
・加入者数 企業型311万人（平成20年度末）

個人型10万人（平成20年度末）
・件数 3,043件（平成20年度末）
・資産残高 3兆9800億円（平成20年度末）
・事業所数 1.2万 （平成20年度末）

○ 適格退職年金
・加入者数 348万人（平成20年度末）
・件数 25,441件（平成20年度末）
・資産残高 8兆1319億円（平成20年度末）

（参考）
○ 国民年金基金
・加入員数 61万人（平成20年度末）
・件数 地域型 47基金

職能型 25基金
・資産残高 2兆1708億円（平成20年度末）
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平成15年度

末

平成16年度

末

平成17年度

末

平成18年度

末

平成19年度

末

平成20年度

末

（万人）
適格退職年金

企業型確定拠出年金

厚生年金基金

確定給付企業年金
2012．5万人

企業年金制度加入者数

1933．1万人

1818．7万人

1709．1万人

1657万人
1677．6万人

1700．1万人
1703万人

11


